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概   要 
Abstract 
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１．研究概要 
１）研究の背景 
・令和元年度、道内の建設廃棄物は 7,837 千トンが排出され、建設リサイクル法等により 6,925 千トンが

再⽣利⽤されたが、531 千トンが最終処分され、道内の全最終処分量 920 千トンの 57.7％に達する。 
・建設廃棄物の最終処分量削減のためには、混合廃棄物となる建築材料や建設資材を極⼒使⽤しないとと

もに、解体現場での分別および中間処理施設での選別をこれまで以上に容易に進める必要がある。 
・⼀⽅、建築技術は、ここ 20 年〜30 年の間に、建築材料の多様化や複合化が進んでおり、今後解体され

る建築物の建設年次が上がるほど、分別解体が困難になると予想される。 
・この分別解体の難化は、最終処分量の増加、廃棄物処理費⽤を含む解体費の⾼騰を招くと予想され、解

体費の⾼騰が建築物更新の障害になれば、空き家の増加や都市衛⽣の悪化を招く可能性がある。 
・この問題は建築ストック数が多く、個別に少量の廃棄物が排出される中⼩建築物でより深刻となる。 

 
２）研究の⽬的  

中⼩建築物の⼤部分を占める住宅⽤途を対象に、解体・改修により排出される建設廃棄物の最終処分量
を削減するため、北海道における廃棄物処理およびリサイクルの実態を踏まえて、建築材料・⼯法を検討
し、実現に向けた課題および実現時の効果を明らかにする。 

 
２．研究内容 

１）最終処分量を削減するための建築材料・⼯法の検討（令和５年度〜令和６年度） 
・ねらい：道内の産業廃棄物処理の実態を踏まえ、解体・改修により排出される建設廃棄物の最終処分量

を削減するため、建築材料・⼯法を⾒直し、改善⽅法を明らかにする。  
・試験項⽬等：建築材料・⼯法の調査、建材メーカーへのヒアリング調査  
 
２）実現に向けた課題と効果の検証（令和６年度） 
・ねらい：１）で検討した建築⼯法・材料を対象に、建材メーカーや住宅事業者へのヒアリングを通じて、

実現に向けた課題および実現時の廃棄物処理の改善に及ぼす効果を明らかにする。  
・試験項⽬等：建材メーカーへのヒアリング調査、建築ストックに関する統計処理  

 

1) 北方建築総合研究所建築研究部建築システムグループ研究主幹・博士（工学）  2) 同建築研究部建築システムグループ研究職員 
1) Senior Research Manager of Building System Group, Dr. Eng.,  2) Researcher of Building System Group, Northern Regional Building 
Research Institute (all above) 



３．研究成果 
１）最終処分量を削減するための建築材料・⼯法の検討（令和５年度〜令和６年度） 
・既往調査より、建築材料・⼯法を検討するための前提条件として、北海道における廃棄物処理の特徴を

整理し、次の４点を挙げた。 
1.北海道は RPF によるサーマルリサイクルが主⼒ 
2.運搬コストが⾼く、分別コスト捻出が厳しい 
3.建設リサイクル法は有効に機能している 
4.せっこうボードの再資源化は進み始めた 

・建築材料について、⽇本⼯業規格（建築ハンドブック）に規定される建材を中⼼に、廃棄物処理の⽅法
を調査し、リサイクル（再資源化）および分別の状況により、次の４つに分類した（表１）。 

A.「広域認定制度」により再資源化される建材 
B.RPF 化（サーマルリサイクル）が可能な建材 
C.分離分別後、安定型で処分 
D.分離分別できず、管理型や混合廃棄物で処分 

・建築⼯法について、RC 造（鉄筋コンクリート造）、S 造（鉄⾻造）、⽊造を対象に公共建築⼯事標準仕様
書に基づき、施⼯⽅法・⼿順をフォローして、解体時にリサイクル（再資源化）が困難なものを抽出し、
次の４つに分類した（表２）。 

a.湿式塗材・吹付材・型枠と躯体の分離 
b.接着剤・粘着テープと被着体の分離 
c.シーリング材と被着体の分離 
d.⾮鉄⾦属留付け材と⽊材の分離 
 

２）実現に向けた課題と効果の検証（令和６年度） 
・建築材料・⼯法において分別が困難となる原因は、産業廃棄物として処理するにあたり、処理⽅法が異

なる建材を分離できない⽅法で接合・接着している点で、すべて共通していることがわかった。 
・建材については、建材を接着し複合化を図る場合に、解体時に接着⾯を剥がせる等分別できるようにす

る、または性能⾯やコスト⾯での妥当性が成⽴することを前提に、接着する建材が分別できなくても適
切に処理できる建材同⼠の組み合わせになるように建材の代替えを進めていく必要がある。 

・⼯法については、接着の必要性を再検証し、接着の必要性に応じた対策を講じる必要がある。 
例）・防⽔などのシート類 シート同⼠の接着は許容し、下地には材を当てたうえで留め付ける。 

・仮留め、⼯数の省略 剥がしやすい接着剤を⽤いる。 
・性能⾯で接着が必要 離形シートや離型剤塗布など、解体時に接着⾯を剥がせる⼯夫を⾏う。 

・建材メーカーのリサイクルへの取り組みは、新築現場における端材の回収、再原料化を対象としており、 
解体分別に対する取り組みがほとんどない現状がある。建材の基本的な性能の⼀つとして「解体時の分別
のしやすさ」を求めていく必要がある。 

・効果の検証にあたっては、既往の経常研究（H30-R2）で求めた 2050 年度までの建設廃棄物の排出量予
測を⽤いて、⽊造⼾建住宅を対象に、再資源化に向けて改善が進んだ場合の効果を算定し、次の結果を
得た。 
[改善内容] 
・コンクリートと断熱材の分別、樹脂サッシの分解         最終処分量 30%減 
・せっこうボードの再処理、断熱材・シート等廃プラスチック再資源化 最終処分量 50%減 
[改善効果] 
・１年あたり 24 千トンの最終処分量削減効果 

 
 
 



＜具体的データ＞ 
表１ 建築材料の分類 
建材名 建材の種類 建材名 建材の種類 
A. 「広域認定制度」による再資源化の仕組みがある建材 
※課題：対象が新築現場のみ、工場が少なく運搬コスト高で、適用範囲が限定 

B. RPF 化（サーマルリサイクル）が可能な建材 
※課題：塩化ビニル樹脂の分別・分離、需要先の確保 

⽊質系セメント板 ⽊⽑セメント板、⽊⽚セメント板 壁紙 繊維系壁紙（⾮塩化ビニル樹脂系壁紙） 
⽊質系ボード パーティクルボード、インシュレーションボード 製材、⽊質系ボー

ド 
⽊材、パーティクルボード、インシュレーションボード等 

せっこうボード 各種せっこうボード プラスチック建材 
(塩ビ樹脂を除く) 

各種シートおよび防⽔シート、各種シール材およびガスケ
ット、⽊材・プラスチック再⽣複合材 断熱材 各種発泡プラスチック断熱材、グラスウール断熱材 

C. 分離・分別後、安定型で処分  
※課題：各建材の再資源化。再資源化への切迫度は低く取り組みが低調。 

有機系断熱材 各種発泡プラスチック断熱材（⾯材,フロン,HBCD 不使⽤
品） 

D. 分離・分別ができず、管理型や混合廃棄物で処分 
※課題：現状では分別不可。代替建材の検討、異種材料間の接着方法の見直し。 ガラス建材 各種板ガラス、ガラスブロック 

ガラス・コンクリー
ト・ 陶磁器くずの
ブロック・ボード 

ALC、けい酸カルシウム板、スレート、屋根⽤スレート、
セラミックタイル、テラゾ、レンガ、⽕⼭性ガラス質複合
板、押出成形セメント板、粘⼟がわら 

⽊質系セメント板 ⽊⽑セメント板、⽊⽚セメント板 
⽊⽚、パルプ混⼊ 
セメント系ボード 

窯業系サイディング、スレート板、けい酸カルシウム板等 

⼈造鉱物繊維断熱
材 

ロックウール、グラスウール（いずれも吹込み品含む） 
ロックウール吸⾳板、吹付けロックウール 

せっこうボード 各種せっこうボード ※現在 処理施設の建設進む 
湿式建材 ⼟塗、プラスター塗、しっくい塗等 

FRP 製品（プラスチ
ック＋ガラス） 

ガラス繊維強化ポリエステル製⼀体式⽔槽、ガラス繊維強
化ポリエステル防⽔パン等 

畳床、畳 タタミボード畳、押出法ポリスチレンフォーム畳 
サッシ・建具 塩化ビニル樹脂製サッシ 等 

塩化ビニル樹脂の
建材 

壁紙、ビニル系床材、硬質塩化ビニル波板、硬質塩化ビニ
ル⾬どい、再⽣プラスチック製宅地内⽤⾬⽔ます及びふた
等 

複合ボード 発泡プラスチック断熱材 
＋せっこうボード、⽊質系ボード 等 

表２ 建築⼯法上、解体時にリサイクル（再資源化）が困難なもの（例：⽊造⼯事の⼀部） 
工事の種類・工法等 分離・分別が困難な部分 工事の種類・工法等 分離・分別が困難な部分 
a. 湿式塗材・吹付材・型枠と躯体の分離 b．接着剤・粘着テープと被着体の分離 
基礎部の断熱材の打込み コンクリートと断熱材の分離 外壁⼯事 下地材と各種テープの分離 
湿式塗材・左官⼯事 下地材と塗材の分離 ビニル床・ゴム床の施⼯ 下地材と床シート・床タイルの分離 
断熱材の吹付け⼯事 下地材と断熱材の分離 壁紙張り⼯事 下地材(モルタル・ボード⾯等)との分離 
c．シーリング材と被着体の分離 防⽔シ−ト、防⽔テ−プ接着 下地材と防⽔シート・テープとの分離 
窯業系サイディング⼯事 サイディングとシーリング材の分離 d．非鉄金属留付け材と木材の分離 
各種サッシ、ガラス取り付け サッシ、ガラスとシーリングの分離 ⾮鉄⾦属製釘・ビスでの留付材と留付け材の分離（磁選機による分別不可） 
 

４．今後の⾒通し 
研究の成果は、各種建築材料のメーカーからなる業界団体や北海道において住宅建設にかかわる各団体に

対し、最終処分量削減に向けた建材・⼯法の⾒直しを求めるため、新築・解体⼯事時において分別困難とな
る建材・⼯法について周知を図っていく技術資料として活⽤される。 
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１．研究の背景・⽬的 
（１）研究の背景 

道内の建設廃棄物は、建設リサイクル法に定めるコンクリートやアスファルト等を中⼼にリサイク
ルが推進され、再資源化・縮減率は 93.5％以上を実現している 1)。⼀⽅で、道内の建設廃棄物は年間
531 千トンが最終処分され、道内の最終処分量 920 千トンのうち 57.7％を占めている 2)。今後も、⾼度
成⻑期に⼤量に建設された建築物の解体・廃棄が進み、排出される建設廃棄物の増加が⾒込まれる。
⼀⽅で、建築技術に関しては、建築材料の複合化が進み、解体される建築物の建設年次が上がるほど、
分別解体が困難になると予想される。分別解体が困難になれば、最終処分量の増加、廃棄物処理費⽤・
解体費の⾼騰を招くと考えられる。解体費の⾼騰が建築物更新の障害になれば、空き家の増加や都市
衛⽣の悪化につながる。建設廃棄物の最終処分量を削減し、建築・都市の健全な循環を実現するため
には、社会的な仕組みづくりだけでなく、建築材料・⼯法における技術開発が必要となる。 

平成 25〜26 年度に実施した建設混合廃棄物の実態調査 3)では、道内で廃棄物処理を⾏う圏域は地理
的に５つに分かれること、それぞれの圏域における建設廃棄物の発⽣量と中間処理施設の整備状況に
より、建設廃棄物の処理実態が異なることが明らかになった。令和 3〜4 年度に実施した建設廃棄物の
発⽣実態に関する調査 4)では、前回調査の結果から中間処理施設が少ない上川管内を対象とした電⼦マ
ニフェストの分析と、先進的な処理事業を⾏っている廃棄物処理業者および上川管内で中間処理・最
終処分に実績がある業者を対象としたヒアリング調査を実施した。その結果、北海道における廃棄物
処理の特徴および、社会的な仕組みと建築技術で対応すべき課題が以下の通り明らかになった。 

 

・ 建築技術に関する廃棄物処理の特徴と課題 

 接着剤等を⽤いた複合建材は、⼿作業による分別が必要となり、コストを要し再資源化が進
まない。 

 建設リサイクル法で規定される特定建設資材廃棄物（建設発⽣⽊材、アスファルト・コンク
リート塊、コンクリート塊）は再資源化が徹底している。 

 

・ 社会的な仕組みに関する廃棄物処理の特徴と課題 

 製造業が少ない北海道ではマテリアルリサイクルよりも、RPF によるサーマルリサイクルが
主体となる。 

 近郊に再利⽤製品の受⼊れ先がない上川圏域などでは、遠⽅への運搬が必要となり、運搬コ
ストの負担から、リサイクル可能な建設廃棄物であっても最終処分される。 

 せっこうボード処理施設は建設が進み、再資源化は過渡期を迎えている。 

 

建築技術で対応すべき課題に対しては、上記の北海道の実態を踏まえつつ、建築材料を分別できれ
ば適切に中間処理・再利⽤できることを前提に、分別が困難となる材料・⼯法を明らかにし、その解
決に向けた取り組みを実施していく必要がある。 

 

（２）研究の⽬的 
本研究では、中⼩建築物の⼤部分を占める住宅⽤途を対象に、解体・改修により排出される建設廃
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棄物の最終処分量を削減するため、（１）に⽰した北海道における廃棄物処理およびリサイクルの実態
を踏まえて、建築材料・⼯法を検討し、実現に向けた課題および実現時の効果を明らかにすることを
⽬的とする。 

 

（３）研究の概要 
本報告書の構成を図 1 に⽰す。 

1) 最終処分量を削減するための建築材料・⼯法の検討（R5〜6 年度） 
道内の産業廃棄物処理の実態を踏まえ、解体・改修時に排出される建設廃棄物の最終処分量を削減

する観点から、分別が困難な建築材料・建築⼯法を洗い出し、建築材料の改質・代替、⼯法の改良を
検討する（第 2 章、第 3 章）。 

 

2) 実現に向けた課題と効果の検証（R6 年度） 
１）で検討した建築材料・⼯法を対象に、最終処分量の削減に向けた課題および実現時の改善効果

を明らかにする。（第 4 章）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 報告書の構成 

  

第 1 章 背景・目的 

第 2 章 建築材料の処理方法の分類 

↓ 

改善策の提案 

第 3 章 分別が困難な工法の分類 

↓ 

改善策の提案 

第 4 章 建設廃棄物の最終処分量の推計と工法の改善による効果 

第 5 章 結論 

改善策による効果の検証 
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２．建築材料の処理⽅法の分類 
（１）検討の⽬的 

北海道の産業廃棄物処理の実態を踏まえ、解体・改修により排出される建設廃棄物の最終処分量を
削減するため、建築材料を検討し、改善⽅法を明らかにする。 

 

（２）検討⽅法・ヒアリング先 
⽇本⼯業規格（建築ハンドブック）に規定される建材を中⼼に、廃棄物処理の⽅法を調査し、リサ

イクル、分別の状況を分類した。但し、表 1 に⽰す材料は検討から除外した。 

 

表 1 検討対象外とする建築材料等 

建築材料等の種類 除外理由 

アスベスト含有建材 リサイクルよりも安全に処分することを優先されるため。 

特定建設資材廃棄物（コンクリート
がら、アスファルトがら、⽊くず等） 

分別できれば、適正に再資源化されていると考えられるため。 

⾦属製品 分別できれば、適正に再資源化されていると考えられるため。 

建築・住宅設備機器（暖冷房・空調
機器、給排⽔設備、衛⽣器具等） 

家電製品と同様に、部品ごとに分解し再資源化されていると考
えられるため。 

 

また、表 2 に⽰す建材メーカーおよび廃棄物処理業者に対して、ヒアリング調査を実施し、廃棄物
処理の実態を把握した。 

 

表 2 ヒアリング対象 

 事業 取り扱う建築材料 

A 社 廃棄物処理業者 樹脂サッシ 

B 社（業界団体） 建材メーカー 窯業系サイディング 

C 社 建材メーカー 硬質ウレタンフォーム 

D 社 建材メーカー フェノールフォーム 

E 社（業界団体） 建材メーカー 押出法ポリスチレンフォーム 

F 社 建材メーカー 塩化ビニル樹脂建材 

 

（３）処理⽅法の分類 
対象とする建築材料は、処理⽅法ごとに以下の 4 通りに分類できる。 

 広域認定制度による再資源化の仕組みがある建材 

 RPF 化（サーマルリサイクル）が可能な建材 

 分別後、安定型で処分される建材 

 分別できず、管理型や混合廃棄物で処分される建材 

上記の分類に該当する建材とその特徴について以下に⽰す。 
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1) 広域認定制度による再資源化の仕組みがある建材 
広域認定制度とは、環境⼤⾂の認定を受けた製造事業者等が⾃社製品の廃棄物を広域的に回収し、

再利⽤または適正処理を⾏うことで、当該廃棄物の減量、適正な廃棄処理の確保を⽬的とする制度で
ある。認定を取得した建材メーカーの取り扱う建材を表 3 以下に⽰す。 

 

 ALC 

 ⽊質系セメント板 

 窯業系サイディング 

 けい酸カルシウム板 

 パーティクルボード 

 インシュレーションボード 

 せっこう、せっこうボード 

 屋根⽤スレート 

 ビニル系床材 

 塩化ビニル樹脂系壁紙 

 ロックウール 

 グラスウール 

 押出法ポリスチレンフォーム 

 ビーズ⽤ポリスチレンフォーム 

 硬質ウレタンフォーム 

 吹付け硬質ウレタンフォーム 

 フェノールフォーム 

 

 

広域認定制度は機能しているが、北海道は建材⼯場が少ないうえ、運搬距離が⻑く、運搬コストが
⾼騰するため、その適⽤範囲が限られている。また、解体材は汚損により再利⽤が困難となるため、
広域認定制度による再利⽤は新築時の端材に限られることがヒアリング調査により明らかになった。 

 

2) RPF 化（サーマルリサイクル）が可能な建材 
RPF（Refusse Peper ＆Plastic Fuel）は、廃プラスチック類、⽊くず、紙くず、繊維くずを原料として

製造した固形燃料（図 2）であり、塩化物を含む製品を除き、上記の廃棄物処理区分に該当する建材
は RPF 化が可能である。RPF 化が可能な建材の⼀覧を表 3 に⽰す。 

 

 

図 2 廃棄物処理施設で製造された RPF 
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表 3 RPF 化が可能な建材 

建材の種類 製品事例 処理⽅法 

壁紙 繊維系壁紙（⾮塩化ビニル樹
脂系壁紙） 

基材と分離できれば、RPF 化が可能。基材がせ
っこうボードの場合、表⾯紙との分別は不要。 

製材、⽊質系ボード ⽊材、繊維版、パーティクル
ボード、インシュレーション
ボード 

⽊チップや RPF としてサーマルリサイクル。
RPF とする場合は、⽊くずと繊維くずとの混合
は許容されるが、塩化ビニル樹脂とは分別が必
要。 

プラスチック建材
（塩化ビニル樹脂
系を除く） 

各種シートおよび防⽔シー
ト、各種シール材およびガス
ケット、⽊材・プラスチック
再⽣複合材 

RPF するためには、塩化ビニル樹脂との分別が
必要。 

紙くず、⽊くず、繊維くずとの混合は許容。 

発泡プラスチック
断熱材 

押出法ポリスチレンフォー
ム、ビーズ法ポリスチレンフ
ォーム 

難燃剤 HBCD に⽤いた製品は焼却処分。サーマ
ルリサイクル不可。フロン、HBCD を含まない
現製品は、RPF 化が可能だが、区別が困難。 

減容化はコスト⾼。減容処理せずに埋⽴処分す
ると嵩張るため、処理料⾦が⾼額。 

発泡プラスチック
断熱材 

押出法ポリスチレンフォー
ム、硬質ウレタンフォーム、
吹付け硬質ウレタンフォーム 

発泡剤にフロンを⽤いた製品は焼却処分。サー
マルリサイクル不可。フロン、HBCD を含まな
い現製品は、RPF 化が可能だが、区別が困難。 

 

RPF に再利⽤できる建材は、塩化ビニル樹脂製品とは分別する必要があるが、⽊くず・紙くず・繊
維くず・廃プラスチックの分別は不要となる。解体業者によっては、上記 4 品⽬を必要以上に分別す
る場合があり、解体時の分別作業の負担を軽減するためには、上記の建材について分別が必要な範囲
を周知することが重要となる。 

 

3) 分別後、安定型で処分される建材 
安定型産業廃棄物とは、有害物質や有機物が付着しておらず、⾬⽔や外気にさらされた場合にその

性状が変化しない産業廃棄物を指す。具体的には、「廃プラスチック類」、「ゴムくず」、「⾦属くず」、「ガ
ラスくず・コンクリートくずおよび陶磁器くず」、「がれき類」の 5 品⽬が該当する。上記の品⽬に該
当する建材の⼀覧を表 4 に⽰す。これらの建材は安定型最終処分場で埋⽴処理ができるため、再資源
化に対して切迫度は低い。各建材において、再資源化の取り組みは実施されているが、現状では埋⽴
処理が中⼼となり、建材メーカーの再利⽤に向けた更なる技術開発が求められる。 
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表 4 分別後、安定型で処分される建材 

建材の種類 製品事例 処理⽅法 

ガラスくず 各種板ガラス、ガラスブロック 安定型処分、またはガラスカレッ
トにリサイクル 

ガ ラ ス ・ コ ン ク リ ー
ト・陶磁器くずのブロ
ック状・ボード状の建
材 

ALC、けい酸カルシウム板、スレート、
屋根⽤スレート、セラミックタイル、
テラゾ、レンガ、⽕⼭性ガラス質複合
板、押出成形セメント板、粘⼟がわら 

安定型処分、または砕⽯や路盤材
としてリサイクル 

⼈造鉱物繊維断熱材 ロックウール、グラスウール、吹付け
グラスウール、吹付けロックウール 

安定型廃棄物だが、減容処理せず
に埋⽴処分すると嵩張るため、処
理料⾦が⾼額。 

FRP 製品 ガラス繊維強化ポリエステル製⼀体式
⽔槽、ガラス繊維強化ポリエステル防
⽔パン、ガラス繊維強化ポリエステル
洗い場付浴槽 

ガラス繊維と樹脂の複合品で、リ
サイクルが困難。安定型で最終処
分。 

塩化ビニル樹脂板・管 硬質塩化ビニル波板、硬質塩化ビニル
⾬どい、再⽣プラスチック製宅地内⽤
⾬⽔ます及びふた 

マテリアルリサイクルが中⼼。リ
サイクル業者がいないと、そのま
ま安定型で最終処分。 

 

4) 分別できず、管理型や混合廃棄物で処分される建材 
管理型産業廃棄物とは、分解や腐敗により汚⽔や有害物が発⽣する可能性がある廃棄物であり、安

定型産業廃棄物以外の廃棄物を指す。分別できず、管理型や混合廃棄物で処分される建材の⼀覧を表
5 に⽰す。 
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表 5 分別できず、管理型や混合廃棄物で処分される建材 

建材の種類 製品事例 処理⽅法 

⽊質系セメント
板 

⽊⽑セメント板、⽊⽚セメ
ント板 

セメントと⽊材の分離ができず、管理型で最終処分。 
リサイクルの取り組みは、広域認定制度で新築⼯事か
らの端材が中⼼。 

⽊⽚、パルプ混
⼊セメント系ボ
ード 

窯業系サイディング、スレ
ート板、けい酸カルシウム
板等 

⽊繊維混⼊品やパルプ混⼊品を分別できず、管理型で
最終処分。 
アスベストを含む製品と含まない製品との区別が困
難。⼀括して⽯綿含有廃棄物として処理する場合あり。 

畳床、畳 
押出法ポリスチレンフォ
ームを基材にする畳床 

分解に⼿間。⽐重が⼩さく、処理料⾦が⾼額。 

サッシ・建具 
塩化ビニル樹脂製サッシ
等 

構成材料が多く分解分別が困難。 

複合ボード 
発泡プラスチック断熱材
＋せっこうボード、⽊質系
ボード等 

産業廃棄物上、異なる種類の材料を接着しており、分
別が困難。 

湿式塗材 
⼟塗、プラスター塗、しっ
くい塗等 

塗材に有機繊維含む。分別が困難。 

 

これらの建築材料は、製造時に異なる廃棄物区分で処理される材料が混合されており、分別が現実
的に不可能である。管理型最終処分が必要な材料が混合されている場合は、複合建材全体が管理型最
終処分の対象となる。管理型最終処分場は、安定型最終処分場に⽐べて運営の費⽤が⾼額となるうえ、
建設においては地域住⺠の理解が必要であり、整備の難易度が⾼い。そのため、廃棄物処理業者は管
理型最終処分場の埋⽴量削減を望んでおり、管理型産業廃棄物となる建材は最終処分の受⼊れ料⾦が
⾼く設定され、解体費⽤が⾼騰する要因の⼀つとなっている。 

 

（４）改善⽅法 
分別が困難となる原因は、処理⽅法が異なる建材を分離できない⽅法で接合・接着されていること

にある。対応策として、接着性能とコストを確保しつつ、分別が容易にできる、もしくは同⼀の処理
⽅法となる建材同⼠を組み合わせた複合建材への代替を進めていくことが有効である。また、広域認
定制度をはじめ、建材メーカーの再利⽤への取り組みは主に新築時に排出される端材を対象としてい
る。分別が容易な建材の普及には、解体時の分別しやすさを性能基準として規定し、建材メーカーが
解体材に対して責任を負うシステムを構築することが必要である。 
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３．分別が困難な⼯法の分類 
（１）検討の⽬的 

北海道の産業廃棄物処理の実態を踏まえ、解体・改修により排出される建設廃棄物の最終処分量を
削減するため、建築⼯法を検討し、改善⽅法を明らかにする。 

 

（２）検討⽅法 
公共建築⼯事標準仕様書（建築⼯事編）令和４年版および公共建築⽊造⼯事標準仕様書令和４年版

に記載される⼯事を対象として、RC 造・鉄⾻造・⽊造の解体時に分別・再資源化が困難となる⼯法を
原因ごとに分類した（図 3）。 

 

 

図 3 検討対象とする⼯法の例 

 

（３）⼯法の分類 
分別・再資源化が困難な建築⼯法は、原因ごとに以下の 4 通りに分類できる。 

 湿式塗材・吹付材・型枠と躯体の分離 

 接着剤・粘着テープと被着体の分離 

 シーリング材と被着体の分離 

 ⾮鉄⾦属留付け材と⽊材の分離 

上記の分類に該当する⼯事と解体・分別が困難な部分について以下に⽰す。 

 

1) 湿式塗材・吹付材・型枠と躯体の分離 
湿式塗材・吹付材・型枠と躯体の分離が必要となる RC 造・鉄⾻造⼯事の⼀覧を表 6 に、⽊造⼯事の

屋上の
防⽔処置

吹付断熱材と
躯体との接着

窓サッシの
取付け⽅法

内装仕上げの
材料・施⼯⽅法

窓周りの防⽔処置

塩化ビニルを含む床
クロス

塩化ビニルを含む壁紙
防⽔シートの接着

⽊造 RC造 S造

デッキ
プレートの
施⼯法

躯体と⼀体化した型
枠・外装材

⽬地部分の
シーリング

湿式施⼯の
外装材

⾯材にシート類を
留めるテープ類
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⼀覧を表 7 に⽰す。 

 

表 6 湿式塗材・吹付材・型枠と躯体の分離が必要となる RC 造・鉄⾻造⼯事 

⼯事名 ⼯事の種類 ⼯法等 解体・分別が困難な部分 

コ ン ク リ
ート⼯事 

型枠⼯事 床型枠⽤鋼製デッキプ
レート 

コンクリート打設後デッキプレートと躯体の分離 

※部材リユースが困難。分別すればコンクリート、
鋼材ともリサイクル可。 

鉄⾻⼯事 耐⽕被覆 耐⽕材吹付け ロックウールと鉄⾻躯体の分離 

ラス張りモルタル塗り モルタルと鉄⾻躯体の分離 

内装⼯事 断熱・防露 断熱材打込み⼯法 断熱材とコンクリートの分離 

断熱材現場発泡⼯法 断熱材とスラブ⼜は壁⾯の分離 

 

表 7 湿式塗材・吹付材・型枠と躯体の分離が必要となる⽊造⼯事 

⼯事名 ⼯事の種類 ⼯法等 解体・分別が困難な部分 

左官⼯事 

せっこうプラ
スター塗り 

― 

⽯膏プラスターと下地材（コンクリート、コンク
リートブロック、⽊⽑セメント板、⽯膏ラスボー
ド）の分離 

しっくい塗り ― 
漆喰と下地材（ラス下地、⽯膏ラスボード）の分
離 

内装⼯事 断熱・防露 
断熱材打込み⼯法 断熱材とコンクリートの分離 

断熱材現場発泡⼯法 断熱材とコンクリートの分離 

 

RC 造・鉄⾻造・⽊造で共通して、躯体または基礎コンクリートと断熱材の分離が困難となっている。
鉄⾻造は、耐⽕被覆材と躯体の分離が困難となるが、ケイ酸カルシウム板、ALC 板、軽量コンクリー
ト板などの耐⽕板の使⽤により、分別解体が⽐較的容易になると考えられる。 

 

2) 接着剤・粘着テープと被着体の分離 
接着剤・粘着テープと被着体の分離が必要となる RC 造・鉄⾻造⼯事の⼀覧を表 8 に、⽊造⼯事の⼀

覧を表 9 に⽰す。 
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表 8 接着剤・粘着テープと被着体の分離が必要となる RC 造・鉄⾻造⼯事 

⼯事名 ⼯事の種類 ⼯法等 解体・分別が困難な部分 

コ ン ク リ
ート⼯事 

型枠⼯事 断熱材兼⽤型枠材 コンクリートと断熱材の分離 

防⽔⼯事 アスファルト防⽔ 

改質アスファルトシート防
⽔ 

合成⾼分⼦系ルーフィング
シート防⽔ 

屋根保護防⽔密着/絶縁（断
熱）⼯法 

屋根露出防⽔絶縁（断熱）
⼯法 

屋内防⽔密着⼯法 等 

ルーフドレン、配管とアスフ
ァルトルーフィングの分離 

断熱材とアスファルトルーフ
ィングの分離（断熱⼯法） 

塗膜防⽔ ウレタンゴム系塗膜防⽔⼯
法（絶縁/密着⼯法) 、ゴム
アスファルト系塗膜防⽔⼯
法（密着⼯法） 

ルーフドレン、配管と補強布
の分離 

屋 根 及 び
とい⼯事 

⻑尺⾦属板葺 ― 改質アスファルトルーフィン
グ下葺材と下地の分離 

とい 鋼管製 鋼管と粘着テープの分離 

内装⼯事 ビニル床シート、ビニル床
タイル及びゴム床タイル張
り 

― ビニル床シート、ビニル床タ
イル、ゴム床タイルと下地の
分離 

カーペット敷き タフテッドカーペット（接
着⼯法） 

カーペットと下地の分離 

フローリング張り 接着⼯法 コンクリート⼜はモルタル下
地とフローリングの分離 

せっこうボード、その他ボ
ード及び合板張り 

せっこうボード（直張り⼯
法） 

⽯膏ボードと接着剤の分離 

壁紙張り ― 壁紙と下地(モルタル・コンク
リート・ボード⾯)の分離 

建具⼯事 アルミニウム製、鋼製、鋼
製軽量、ステンレス製、樹
脂製、⽊製建具 

― 建具縦枠と両⾯粘着防⽔テー
プの分離（⽊下地の場合） 
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表 9 接着剤・粘着テープと被着体の分離が困難となる⽊造⼯事 

⼯事名 ⼯事の種類 ⼯法等 解体・分別が困難な部分 

⽊⼯事 外壁回り 外壁下地 防⽔テープと下地の分離 

建具⼯事 アルミニウム製、鋼製、鋼
製軽量、ステンレス製、樹
脂製、⽊製建具 

― 建具縦枠と両⾯粘着防⽔テープの分
離（⽊下地の場合） 

内装⼯事 ビニル床シート、ビニル床
タイル及びゴム床タイル
張り 

― ビニル床シート、ビニル床タイル、ゴ
ム床タイルと下地の分離 

カーペット敷き タフテッドカーペッ
ト（全⾯接着⼯法） 

カーペットと下地の分離 

カーペット敷き タイルカーペット（全
⾯接着⼯法） 

カーペットと下地の分離 

せっこうボード、その他ボ
ード及び合板張り 

せっこうボード（直張
り⼯法） 

⽯膏ボードと接着剤の分離 

壁紙張り ― 壁紙と下地（モルタル、コンクリート、
ボード⾯）の分離 

 

 

図 4 樹脂サッシと防⽔シートの接着部分（A 社） 

 

図 4 に樹脂サッシと防⽔シートの接着部分を⽰す。粘着テープは主に⾬⽔の侵⼊防⽌の⽬的で、⾬
掛かりに⽤いられる。接着性能と分別・解体の容易さはトレードオフであるため、分離しやすい建材・
⼯法の開発に対して、建材メーカーは注⼒していない場合が多い。接着剤を⽤いる⼯法は、カーペッ
ト、壁紙などのシート状建材と⽯膏ボード等のボード状建材に適⽤される。これらの建材は、釘など
の接合具を⽤いた乾式⼯法や、全⾯接着でなく部分接着⼯法を採⽤することで易分別性が向上すると
考えられる。⼀⽅で、ビニル床材など低コストであることを理由に採⽤されている建材は、代替材の
使⽤により経済合理性を確保することが困難な場合が多く、低廉な代替建材・⼯法の開発が望まれる。 

樹脂サッシ 

防⽔シート 

ブチルテープ 
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3) シーリング材と被着体の分離 
シーリング材と被着体の分離が必要となる RC 造・鉄⾻造⼯事の⼀覧を表 10 に、⽊造⼯事の⼀覧を

表 11 に⽰す。 

 

表 10 シーリング材と被着体の分離が困難となる RC 造・鉄⾻造⼯事 

⼯事名 ⼯事の種類 ⼯法等 解体・分別が困難な部分 

コ ン ク リ
ー ト ブ ロ
ック、ＡＬ
Ｃ パ ネ ル
及 び 押 出
成 形 セ メ
ン ト 板 ⼯
事 

ＡＬＣパネル 外壁パネル構法、間仕切
壁パネル構法、屋根及び
床パネル構法 

ALC パネルとシーリングの分離 

押出成形セメント板 外壁パネル⼯法、間仕切
壁パネル⼯法 

ECP とシーリングの分離 

⽯⼯事 外壁湿式⼯法、内壁空積
⼯法、外壁乾式⼯法 

― ⽯材とシーリングの分離 

タ イ ル ⼯
事 

セメントモルタルによ
るタイル張り 

密着張り、改良圧着張り、
マスク張り、モザイクタ
イル張り 

タイルとシーリングの分離 

有機系接着剤によるタ
イル張り 

― タイルとシーリングの分離 

建具⼯事 ガラス ― ガラスとシーリングの分離 

ガラスブロック積み ガラスブロックとシーリングの分
離 

カ ー テ ン
ウ ォ ー ル
⼯事 

メタルカーテンウォー
ル 

― ガラスとシーリングの分離 

ＰＣカーテンウォール ― プレキャストコンクリートとシー
リングの分離 

防⽔⼯事 アスファルト防⽔ 

改質アスファルトシー
ト防⽔ 

合成⾼分⼦系ルーフィ
ングシート防⽔ 

屋根保護防⽔密着 /絶縁
（断熱）⼯法 

屋根露出防⽔絶縁（断熱）
⼯法 

屋内防⽔密着⼯法 等 

押さえ⾦物とシーリング材の分離 

建具⼯事 アルミニウム製、鋼製、
鋼製軽量、ステンレス
製、樹脂製、⽊製建具 

― サッシとモルタル・シーリングの分
離 
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表 11 シーリング材と被着体の分離が困難となる⽊造⼯事 

⼯事名 ⼯事の種類 ⼯法等 解体・分別が困難な部分 

⽯⼯事 外壁湿式⼯法、内壁空
積⼯法、外壁乾式⼯法 

― ⽯材とシーリングの分離 

タイル⼯事 セメントモルタルによ
るタイル張り 

密着張り、改良圧着張り、
マスク張り、モザイクタイ
ル張り 

タイルとシーリングの分離 

有機系接着剤によるタ
イル張り 

― タイルとシーリングの分離 

建具⼯事 アルミニウム製、鋼製、
鋼製軽量、ステンレス
製、樹脂製、⽊製建具 

― サッシとモルタル・シーリングの
分離 

ガラス ― ガラスとシーリングの分離 

ガラスブロック積み ガラスブロックとシーリングの分
離 

ユニット及
びその他の
⼯事 

サイディング⼯事 窯業系サイディング⼯事 窯業系サイディングとシーリング
材の分離 

複合⾦属サイディング⼯
事 

複合⾦属系サイディングとシーリ
ング材の分離 

ＡＬＣパネル（薄形パ
ネル）⼯事 

― ＡＬＣパネルとシーリング材の分
離 

 

シーリング材は、⾬掛かりとなる外装材の⽬地部分や建具と外壁の間に⽤いられる。⽯⼯事やガラ
ス⼯事など、構造躯体と外壁を乾式⼯法により接合する場合においても、外壁材同⼠をシーリングに
より接着する必要があるため、⼯法によらず分別は困難となる。シーリング材と同⼀の⽅法で処理が
できる樹脂製サイディングが普及すれば、分別の必要がなくなり、解体の作業性が向上すると考えら
れる。 

 

4) ⾮鉄⾦属留付け材と⽊材の分離 
⾮鉄⾦属留付け材と⽊材の分離が必要となる RC 造・鉄⾻造⼯事の⼀覧を表 12 に、⽊造⼯事の⼀覧

を表 13 に⽰す。 
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表 12 ⾮鉄⾦属留付け材と⽊材の分離が困難となる RC 造・鉄⾻造⼯事 

⼯事名 ⼯事の種類 ⼯法等 解体・分別が困難な部分 

⽊⼯事 窓、出⼊⼝その他 ― ⽊材とステンレス釘の分離 

屋根及びと
い⼯事 

粘⼟⽡葺 ― ⽊材とステンレスねじの分離 

建具⼯事 アルミニウム製、鋼製、
鋼製軽量、ステンレス
製、樹脂製、⽊製建具 

― ステンレス釘と⽊下地の分離（⽊
下地の場合） 

 

表 13 ⾮鉄⾦属留付け材と⽊材の分離が困難となる⽊造⼯事 

⼯事名 ⼯事の種類 ⼯法等 解体・分別が困難な部分 

⽊⼯事 外部出⼊⼝⽊製建具回
り⽊製枠 

― ステンレス釘と⽊材の分離 

屋根及びと
い⼯事 

下地及び下葺 ― 下葺材と釘・ステープルの分離 

⾦属板葺、粘⼟⽡葺 ― ステンレス釘と⽊材の分離 

建具⼯事 アルミニウム製、鋼製、
鋼製軽量、ステンレス
製、樹脂製、⽊製建具 

― ステンレス釘と⽊下地の分離（⽊
下地の場合） 

 

⾮鉄⾦属の使⽤が規定されるのは、⾬掛かりで鉄が腐⾷しやすい部分である。⾮磁性の接合具は磁
選機での選別ができず、分別を⼿動で⾏う必要があるため、解体・分別のコスト上昇の要因となる場
合がある。標準仕様書において、材質が「表⾯処理された鉄⼜はステンレス製」と規定されている場
合は、メッキ処理された鉄製の接合具を使⽤することで、機械選別とすることが可能となる。 

 

（４）改善⽅法 
分別が困難となる原因は、建築材料と同様に、処理⽅法が異なる建材を分離できない⽅法で接合・

接着されていることにある。対応策として、接着の必要性に応じて分離しやすい⼯法を採⽤すること
が有効である。具体的な改善⽅法の例を以下に⽰す。 
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表 14 接着の必要性に応じた⼯法の改善⽅法の例 

⼯法の分類 適⽤対象 改善⽅法の例 

湿式塗材・吹付材・
型枠と躯体の分離 

湿式塗材・吹付⼯事 躯体に絶縁シートを⽌付けた後に塗材・吹付材
を施⼯ 

接着剤・粘着テープ
と被着体の分離 

シート状建材の接着 シート同⼠のみを粘着テープで接着し、シート
下地材は接合具で固定 

粘着層で分離可能なシートの代替使⽤ 

ボード状建材の接着 部分接着⼯法の採⽤ 

ボード類等の仮⽌め 剥がしやすい接着材の開発 

シーリング材と被着
体の分離 

シーリング⼯事 離型剤の塗布 

剥がしやすいシーリング材の開発 

⾮鉄⾦属留付け材と
⽊材の分離 

接合具による⾬掛かり部分
の固定 

表⾯処理された鉄性接合具の使⽤ 
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４．建設廃棄物の最終処分量の推計と⼯法の改善による効果 
（１）検討の⽬的 

既往研究 5)で提案した⼿法を⽤いて、北海道内の⽊造⼾建て住宅を対象に、2050 年までの解体材の
排出量等を推計し、再資源化に向けた材料・⼯法の改善が進んだ場合の最終処分量の削減効果を明ら
かにすることを⽬的とする。 

 

（２）建設廃棄物の最終処分量の算定⽅法 
既往研究 5)で提案した最終処分量の算定⽅法を以下に再掲する。 

𝑆ଵ＝𝑇ଵ ൈ 𝑀 ൈ 𝐷 ሺ1ሻ 

𝑆ଶ＝𝑇ଶ ൈ 𝑀 ൈ 𝐷 ሺ2ሻ 

 

S1： 最終処分量[ton/年] 

S2： 最終処分量[m3/年] 

T1： 床⾯積あたりの投⼊資材量[ton/m2] 

T2： 床⾯積あたりの投⼊資材量[m3/m2] 

M ： 滅失する床⾯積[m2/年] 

D ： 最終処分される割合[％] 

 

・床⾯積あたりの投⼊資材量の仮定 

建設年次ごとの使⽤建材や構法・⼯法の変化を考慮して、排出量等を推計する。投⼊資材量として
対象とする建材は、コンクリート、せっこうボード、ビニル壁紙、繊維系断熱材、発プラ系断熱材、
樹脂サッシ、防湿気密シート、透湿防⽔シート、外装仕上げ材（モルタル、窯業系サイディング、⾦
属サイディング）とする。 

 

・滅失する床⾯積の推計 

北海道内の⽊造⼾建住宅を対象に、2023 年までの住宅着⼯統計および住宅・⼟地統計調査に基づき、
建設年ごとに滅失する建築物の⼾数および床⾯積計を改めて計算し、年次ごとに滅失する床⾯積の総
量を推計した。 

住宅の残存確率は、建築後 5 年までは解体は発⽣せずに住宅着⼯数が維持されるとし、経過年数 6

年⽬以降は対数正規分布に従うと仮定すると、次式で表される。 

𝑓ሺ𝑡ሻ ൌ ቐ
1                                                                             for 𝑡 ൑ 5

1

√2𝜋𝜎ሺ𝛼𝑡 െ 5ሻ
𝑒𝑥𝑝 ቊെ

ሺlnሺ𝛼𝑡 െ 5ሻ െ 𝜇ሻଶ

2𝜎ଶ
ቋ  for 𝑡 ൐ 5 ሺ3ሻ 

𝑡 ൌ 𝑎 െ 𝑏 ሺ4ሻ 

𝑓ሺ𝑡ሻ ： ⽊造住宅の滅失確率 

𝑡 ： 経過年数 

𝜇 ： 平均 

𝜎 ： 標準偏差 

𝑎 ： 調査年 
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𝑏 ： 建設年 

 

ある年に建設された⽊造住宅のうち、経過年数𝑡において滅失している割合𝐹ሺ𝑡ሻは次式より得られる。 

𝐹ሺ𝑡ሻ ൌ න 𝑓ሺ𝑡ሻ𝑑𝑡
௧

଴
ሺ5ሻ 

経過年数𝑡において残存している割合𝑅ሺ𝑡ሻは次式で表される。 

𝑅ሺ𝑡ሻ ൌ 1 െ 𝐹ሺ𝑡ሻ ሺ6ሻ 

建設年ごとの「建設⼾数𝐴」と、「経過年数𝑡において残存している割合𝑅ሺ𝑡ሻ」の積は、「経過年数𝑡にお
ける残存⼾数𝐴 ൈ 𝑅ሺ𝑡ሻ」を表す。「建設⼾数𝐴」は住宅着⼯統計（1970 年〜2023 年）より得られる住宅
着⼯⼾数のデータを⽤いた。なお 2023 年以降の建設⼾数は 2000 年〜2023 年の着⼯⼾数の値から得ら
れた次式の回帰曲線に従うと仮定した。 

𝐴 ൌ 24828𝑒ି଴.଴ଵସଷଵሺ௫ିଵଽ଻଴ሻ ሺ7ሻ 

𝑥 ： 年次（𝑥 ൒ 2023） 

 

得られた回帰曲線を図 5 に⽰す。 

 

 

図 5 住宅着⼯統計による着⼯⼾数と回帰曲線 

 

ここで、住宅・⼟地統計調査（1978 年-2023 年）より得られる建設年代ごとの推定残存⼾数のデータを、
建設年ごとに設定した「経過年数𝑡における残存⼾数𝐴 ൈ 𝑅ሺ𝑡ሻ」の総和と⽐較する。調査年（1978, 1983, 

1988, 1993, 1998, 2003, 2008, 2013, 2018, 2023 年）ごとの、「住宅・⼟地統計調査の推定残存⼾数」と「経
過年数𝑡における残存⼾数𝐴 ൈ 𝑅ሺ𝑡ሻの調査対象期間の和」の⼆乗誤差が最⼩となるように、𝑓ሺ𝑡ሻのパラ
メータ𝛼，𝜇，𝜎を同定した。算出した値を(3)式に代⼊すると次式が得られる。 

𝑓ሺ𝑡ሻ ൌ ቐ
1                                                                                                                 for 𝑡 ൑ 5

1

0.631√2𝜋 ሺ0.332 𝑡 െ 5ሻ
𝑒𝑥𝑝 ቊെ

ሺlnሺ0.332 𝑡 െ 5ሻ െ 2.633 ሻଶ

2 ∙ 0.631ଶ
ቋ  for 𝑡 ൐ 5 ሺ8ሻ 

(8)式により得られた⽊造⼾建住宅残存曲線𝑅ሺ𝑡ሻを図 6 に⽰す。 
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図 6 ⽊造⼾建住宅残存曲線 

 

建設年ごとの「経過年数𝑡における残存⼾数𝐴 ൈ 𝑅ሺ𝑡ሻ」は、住宅残存率曲線𝑅ሺ𝑡ሻに従って得られ、建設
年ごとの「経過年数𝑡の時の滅失した⼾数𝐵」は次式で表される。 

𝐵 ൌ 𝐴ሼ𝑅ሺ𝑡ሻ െ 𝑅ሺ𝑡 െ 1ሻሽ ሺ9ሻ 

減失した⼾数の推計を図 7 に⽰す。凡例は建設年次を⽰している。 

 

図 7 年代別滅失⼾数 

 

建設年ごとの「経過年数𝑡の時の滅失にした床⾯積𝑀」は、住宅着⼯統計（1970 年〜2023 年）より得ら
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れる建設年ごとの「着⼯住宅 1 ⼾あたりの平均床⾯積𝑠」を⽤いて、次式より求めた。 

𝑀 ൌ 𝐵𝑠 ሺ10ሻ 

なお 2023 年〜2050 年の「着⼯住宅 1 ⼾あたりの平均床⾯積𝑠」は、上記の着⼯⼾数と同様に 2000

年〜2023 年の値をもとに得られた次式の回帰曲線に従うと仮定した。 

𝑠 ൌ 185.18𝑒ି଴.଴଴ଽሺ௫ିଵଽ଻଴ሻ ሺ11ሻ 

得られた回帰曲線を図 8 に⽰す。 

 

図 8 住宅着⼯統計による住宅 1 ⼾あたりの平均床⾯積と回帰曲線 
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ータごとに床⾯積の総和を求めて、年次ごとの滅失する床⾯積とした。得られた推計値を図 9 に⽰す。 
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・床⾯積あたりの投⼊資材量 

既往研究 5)に基づき、床⾯積当たりの重量ベースの投⼊資材量を表 15 の通りに、体積ベースの投⼊
資材量を表 16 の通りに仮定する。 

 

表 15 床⾯積あたりの投⼊資材量（重量ベース） 

床⾯積あたりの投⼊資材量 

[kg/m2] 

住宅の建設年代 

1970 1980 1990 2000 2010 2020 2030 2040 

コンクリート 217.1 217.1 217.1 404.3 404.3 404.3 404.3 404.3 

せっこうボード 8.9 17.7 26.6 35.4 35.4 35.4 35.4 35.4 

ビニル壁紙 0.02 0.22 0.42 0.85 0.85 0.85 0.85 0.85 

繊維系断熱材 1.9 3.1 4.6 6.1 7.6 8.0 8.0 10.4 

プラスチック系断熱材 0.0 0.0 0.3 1.5 2.1 2.4 2.9 3.7 

樹脂サッシ（PVC） 0.00 0.73 1.47 1.42 1.37 1.37 1.37 1.37 

樹脂サッシ（ガラス） 0.00 1.00 2.01 2.03 2.99 3.93 3.93 3.93 

樹脂サッシ（⾦属） 0.00 0.21 0.42 0.42 0.42 0.42 0.42 0.42 

防湿気密・透湿防⽔シート 0.11 0.21 0.32 0.43 0.43 0.43 0.43 0.43 

モルタル 45.9 19.6 3.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

窯業系サイディング 0.2 6.4 12.5 12.5 12.5 12.5 12.5 12.5 

⾦属サイディング 0.0 0.0 0.2 0.8 0.8 0.8 0.8 0.8 

 

表 16 床⾯積あたりの投⼊資材量（体積ベース） 

床⾯積あたりの投⼊資材量 

[m3/m2] 

住宅の建設年代 

1970 1980 1990 2000 2010 2020 2030 2040 

コンクリート 0.171 0.171 0.171 0.176 0.176 0.176 0.176 0.176 

せっこうボード 0.012 0.024 0.036 0.048 0.048 0.048 0.048 0.048 

ビニル壁紙 3E-05 0.0003 0.0006 0.0012 0.0012 0.0012 0.0012 0.0012 

繊維系断熱材 0.08 0.13 0.20 0.25 0.30 0.32 0.31 0.41 

プラスチック系断熱材 0.00 0.00 0.01 0.06 0.08 0.10 0.12 0.15 

樹脂サッシ（PVC） 0 0.0021 0.0042 0.0041 0.0039 0.0039 0.0039 0.0039 

樹脂サッシ（ガラス） 0 0.0004 0.0008 0.0008 0.0012 0.0016 0.0016 0.0016 

樹脂サッシ（⾦属） 0 0.0002 0.0004 0.0004 0.0004 0.0004 0.0004 0.0004 

防湿気密・透湿防⽔シート 0.0001 0.0002 0.0003 0.0005 0.0005 0.0005 0.0005 0.0005 

モルタル 0.022 0.009 0.002 0 0 0 0 0 

窯業系サイディング 0.000 0.006 0.011 0.011 0.011 0.011 0.011 0.011 

⾦属サイディング 0 0 0.000 0.001 0.001 0.001 0.001 0.001 

 

年代別滅失⾯積に床⾯積あたりの資材投⼊量を掛け合わせて算出した、重量ベースの建材廃棄量
𝑇ଵ ൈ 𝑀を図 10 に、体積ベースの建材廃棄量𝑇ଶ ൈ 𝑀を図 11 に⽰す。重量ベースでは、コンクリートの
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廃棄量が⾮常に⾼い。⼀⽅で、体積ベースでは繊維系断熱材の割合が⼤きくなっている。断熱材は安
定型最終処分が可能だが、みかけ密度が⼩さく最終処分場の残余埋⽴量の逼迫の⼀要因となるため、
適切な減容化が重要となる。 

 

 

図 10 重量ベースの建材廃棄量 

 

 

図 11 体積ベースの建材廃棄量 
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・最終処分される割合の仮定 

解体材の最終処分割合𝐷について、既往研究 5)における仮定値と、分別・再資源化に関する技術開発
が実現した場合の仮定値を表 17 に⽰す。改善の要因として、ボード状の建材の接着⾯に関しては、分
離が簡略化できる部分接着⼯法の普及を仮定した。また、サッシとシート類に関しては、建材と粘着
テープの分離は現実的に不可能なため、分離不可能な混合廃棄物を最⼩限にすることを⽬的に、接着
部分で切り離せる建材の開発を仮定した。 

 

表 17 解体材の最終処分割合 

建築材料 
最終処分の割合 

改善の要因 
現状 改善後 

コンクリート 3 % 2 % コンクリートと断熱材の部分接着⼯法の出現 

せっこうボード 63 % 30 % 
⽯膏ボードとの分別が必要ない紙製壁紙のシェア増加 

処理⼯場の増加 

ビニル壁紙 63 % 63 % ― 

繊維系断熱材 100 % 100 % ― 

プラスチック系断熱材 30 % 15 % コンクリートと断熱材の部分接着⼯法の出現 

樹脂サッシ（PVC） 100 % 70 % 
テープ貼付部と分離可能なサッシ枠の出現 

処理⼯場の増加 

樹脂サッシ（ガラス） 17 % 17 % ― 

樹脂サッシ（⾦属） 23 % 23 % ― 

防湿気密・透湿防⽔シート 30 % 15 % テープ貼付部と分離可能なミシン⽬付きシートの出現 

モルタル 23 % 23 % ― 

窯業系サイディング 100 % 100 % ― 

⾦属サイディング 23 % 23 % ― 

 

（３）現状と⼯法改善後の最終処分量の⽐較 
建材廃棄量𝑇ଵ ൈ 𝑀、𝑇ଶ ൈ 𝑀と解体材の最終処分割合𝐷の積により得られる最終処分量について、現状

の最終処分率から算出した結果を図 12、図 13 に、改善後の最終処分率から算出した結果を図 14、図 

15 にそれぞれ⽰す。 
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図 12 重量ベースの建材の最終処分量（現状の最終処分率仮定） 

 

 

 

図 13 体積ベースの建材の最終処分量（現状の最終処分率仮定） 
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図 14 重量ベースの建材の最終処分量（改善後の最終処分率仮定） 

 

 

 

図 15 体積ベースの建材の最終処分量（改善後の最終処分率仮定） 
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繊維系断熱材の最終処分率が低いことと、材料・⼯法の改善において最終処分率が変化しないと仮定
したことに起因する。最終処分場の残余埋⽴量は、廃棄物の重量よりも体積によって決定するため、
将来的には繊維系断熱材の再利⽤に向けた取り組みが必要となる。 
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５．結論 
（１）実施内容 
 北海道の産業廃棄物処理の実態を踏まえ、解体・改修により排出される建設廃棄物の最終処分

量を削減するため、解体・分別において課題となる建築材料・⼯法を抽出した。 

 既往の建設廃棄物の排出量予測を⽤いて、⽊造⼾建住宅を対象に、分別困難な建築材料・⼯法
が改善され、再資源化が進んだ場合の最終処分量の削減効果を算定した。 

 

（２）得られた成果 
 建材のリサイクル・分別の状況を以下の 4 通りに分類した。 

 広域認定制度による再資源化の仕組みがある建材 

 RPF 化（サーマルリサイクル）が可能な建材 

 分別後、安定型で処分される建材 

 分別できず、管理型や混合廃棄物で処分される建材 

 解体時に分別・再資源化が困難となる⼯法を原因ごとに以下の 4 通りに分類した。 

 湿式塗材・吹付材・型枠と躯体の分離 

 接着剤・粘着テープと被着体の分離 

 シーリング材と被着体の分離 

 ⾮鉄⾦属留付け材と⽊材の分離 

 建築材料・⼯法において分別が困難となる原因は、処理⽅法が異なる建材を分離できない⽅法で
接合・接着している点で共通している。 

 材料上の課題の改善⽅法として、建材を接着し複合化する場合は、接着性能とコストを確保しつ
つ、解体時に接着⾯を剥がせるようにする、同⼀の処理⽅法となる建材同⼠を組み合わせた複合
建材への代替を進めることが有効である。 

 ⼯法上の課題の改善⽅法として、接着の必要性に応じて分離しやすい⼯法を採⽤することが有効
である。 

 建材メーカーのリサイクルへの取り組みは、新築現場における端材の再原料化が中⼼であり、解
体に対する取り組みはほとんど実施されていない現状がある。分別が容易な建材の普及には、解
体時の分別しやすさを性能基準として規定し、建材メーカーが解体材に対して責任を負うシステ
ムを構築することが必要である。 

 最終処分量がコンクリートと断熱材の分別、樹脂サッシの分解により 30%、せっこうボードの再
処理、廃プラスチックの再資源化により 50%それぞれ削減されると、その効果は 24 千トン/年と
なる。 
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